受託希望機関の概要
令和　　年　　月　　日現在
	法人名等
	
	代表者氏名

（役職名）
	（　　　　　　　　　　　　）

	本部所在地
	〒

　　　　　　　　

　　　　　TEL　　　　　　　　　　　FAX

　　　　　E-mail　　　　

	学校の属性
	専修学校・各種学校・民間教育機関・その他（　　　　　　　　）

	加盟上部団体
	

	従業員数
	
	事務部門
	教育部門
	合計

	
	常　　　勤
	　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　人

	
	非  常  勤
	　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　人

	事務担当者
	氏名（役職）
	

	
	氏名（役職）
	

	教育事業実績

学校等設立年月日　　　　年　 月　 日　　　教育訓練開始年月日　　　　年 　月　 日



	実施コース名
	内　　　　容
	実施時期
	訓練期間
	対象者
	実施人数

	（7年度及び6年度以前）


	
	
	
	
	

	（8年度(予定)）


	
	
	
	
	


「受託希望機関の概要」（様式1）記入要領
１　「法人名等」欄には、学校法人、財団法人、社団法人その他法律に基づく法人等当該教育訓練施設を設置する法人名及び代表者氏名を記入してください。

２　「学校の属性」欄は、該当するものについて○で囲んでください。

３　「加盟上部団体」欄には、設置者が教育訓練にかかる団体に加盟している場合にその団体名を記入してください。（例：社団法人○○県専修学校各種学校連合会）

４　「従業員数」欄には、当該教育訓練施設で雇用されている従業員数について、常勤・非常勤別、事務部門・教育部門別に区分けして記入してください。

５　「教育事業実績」欄には、学校等設立年月日、訓練開始年月日、最近実施した主な教育訓練コースごとの概要（コース名、内容、実施時期及び期間、対象者、人数等）を記入してください。

（公的機関からの委託訓練を実施した（する予定の）場合も記入すること。）
訓練実施場所等の概要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和　　年　　月　　日現在
	受託希望コース
訓練対象地域、開始月、受託可能人数、訓練可能最低人数
	

	訓練実施場所
（校舎・教室名）
	

	訓練実施場所
の所在地
	〒

TEL　　　　　　　　　　　　　　FAX

	施設の状況
	１　独立施設　　２　建物の１フロア　３　建物の数フロア（　　フロア）

４　建物の一室　５　建物の数室（　　　室）　６　その他（　　　　　）

	建物の権利関係
	１　所　有　　　２　賃　貸
◎ ２の場合、用途・使用目的等に教室利用が記載されているか。 
（有・無）

	教室定員
	名

	面積
	全体　　　　　　　　㎡

教室部分　　　　　　　　㎡

事務所部分　　　　　　　　㎡

共用部分　　　　　　　　㎡

	設備状況
	椅子　　　台（長椅子、個人／背もたれ有・無）

机　　　　台（長机、個人、その他／サイズＷ　　×Ｈ　　×　　Ｌ）

ＰＣ　　　台　　　プリンタ　　　台　　　ＬＡＮ施設　有・無

ビデオプロジェクタ　有・無　　インターネット設備（　　　　　　　　　）

その他訓練に必要な設備及びその台数

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	休憩コーナー
等の有無
	休憩コーナー　　有（　　　　㎡） ・ 無

喫煙コーナー　　有（　　　　㎡） ・ 無

	トイレ
	【記入例】
＜男性用＞　　　　　　　＜女性用＞　　　　　＜男女兼用＞
小便器○台　　　　　　　洋式○台　　　　　　洋式○台

大便器洋式○台　　　　　和式○台　　　　　　和式○台
大便器和式○台

	駐車場の有無
	１　有（　　　台収容）、　有料（月〇千円）・無料
２　無　　　　　

	その他の福利厚
生施設の状況
	ロッカー　　有・無　　　　食堂　　有・無　　　　下駄箱　　有・無　

その他の福利厚生施設（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	パソコンの
スペック
	ＯＳの名称　（　　　　　　　　　　）

ＣＰＵの名称（　　　　　　　　　　）　　　　　Ｈｚ
メ　モ　リ　　　　　　　MB
ＨＤＤ等　　　　　　　　　G
ディスプレイ　　インチ



「訓練実施場所等の概要」（様式2-1・2-2）記入要領

様式2-1
１　受託希望コース欄は、ＯＡビジネス初級コース、ＯＡビジネス初級コース（ＩＴ活用力習得対応）、ＯＡビジネスレベルアップコース、のいずれかを記入し、複数回実施する場合は、それぞれの訓練対象地域、開始月、受託可能人数、訓練可能最低人数）を記入してください。

　　（記入例）

　　　ＯＡビジネス初級コース（訓練対象地域：〇〇市、開始月：9月、受託可能人数：10名、訓練可能最低人数7名）
２　施設の状況欄、建物の権利関係欄は該当する番号を○印等で囲み、所有の場合は建物登記（建物の全部事項証明書）の写しを、賃貸の場合は賃貸契約書（権利者・賃貸期間・賃貸物件が分かる部分のみで可。賃貸金額は黒塗り消しで可）の写しを添付してください。
３　教室定員欄で複数の教室がある場合は、教室ごとに定員を記入してください。

４　面積欄で複数の教室がある場合は、教室ごとの面積が分かるように記入してください。

　　レイアウト図面を添付してください。レイアウト図面には、教室・休息・事務所・共有部分にセンチメートル表示の各寸法を記載するとともに、教室・休息・事務所・共有部分ごとの面積計算の式及び面積（平方メートル）を記入してください。
５　トイレ欄については、男女別の設置台数・設置場所（男女各階、男女１階おき 等）などについて詳細に記入してください。（記入例も参考にしてください。）
６　プロジェクターについては、地域ごとに確認できる写真を添付してください。
様式2-2
１　パソコンのスペックについては、地域ごとに同一スペック端末の場合は、一台分の端末システム画面の写しを添付してください。（地域内でスペックが異なる端末がある場合は、それぞれの端末システム画面の写しを添付してください。）
２　訓練で使用するソフトウェア（ＯＳを含む）については、地域ごとに使用台数分の「適正に使用契約を締結していること」が分かる資料（地域ごとの使用台数分の許諾契約書等）を添付してください。
３　ソフトウェアについては、地域ごとの端末にインストールしてある状況が分かる画面の写しを添付してください。（端末の「デスクトップ」・「すべてのプログラム」・アプリケーション一覧画面等）　
 使用教材一覧表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訓練コース名　　　　　　　　　　　

	教材名
	出版社名
	価格
(税込)
	教材使用科目
（分野）
	備　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


　注）レジュメ等の価格が明らかでない教材等について、訓練生に費用負担を求める可能性がある場合は、訓練実施決定後に本校に相談すること。
「使用教材一覧表」（様式7）記入要領

１　レジュメ等の価格が明らかでない教材等について、訓練生に費用負担を求める可能性がある場合は、訓練実施決定後に本校に相談すること。

消費税課税事業者申出書

当社は、下記課税期間において、消費税課税事業者であることを届け出ます。
記
【課税適用期間】
令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　会社名

代表者

役職氏名　　　　　　　　　　　　　　印　

消費税非課税事業者申出書

当社は、令和8年度において、非課税事業者であることを届け出ます。
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　会社名

代表者

役職氏名　　　　　　　　　　　　　　印　
「消費税課税・非課税事業者届出書」（様式8-1又は8-2）記入要領

１　令和8年度において、消費税の課税業者又は非課税業者であるかを、該当する届出書に記入して提出すること。
２　課税事業者は、応募日を含む課税期間を記入すること。
様式 １





様式2-1





様式２－２





様式 7





様式8-1





様式8-2








